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別記第１号様式（第７関係） 

会  議  録 

附属機関又は 

会議体の名称 
豊島区税制度調査検討会議 

事務局（担当課） 区民部 税務課 

 

開   催   日   時 

 

平成 25年 5月 31日（金）14時 00分 ～16時 00分 

 

開 催 場 所 

 

 

第二委員会室 

 

議      題 

 

（１）委嘱・会長選出・会長挨拶・諮問・区長挨拶・運営方針 

（２）狭小住戸集合住宅税これまでの経緯について 

（３）狭小住戸集合住宅税新設の背景とその後について 

（４）各区の住宅ストックに関する動向 

 

 

公開の

可否 

 

 

会  議 

 

■公開 □非公開 □一部非公開    傍聴人数 ２人 

 

 

会 議 録 

 

■公開 □非公開 □一部非公開 

 

 

 

 

 

出席者 

 

 

 

委 員 

 

【学識経験者】池上岳彦立教大学経済学部教授（会長） 

中村芳昭青山学院大学法学部教授（副会長） 

野口和俊弁護士 

【区職員】吉川彰宏政策経営部長、陣野原伸幸区民部長、齊藤賢司

都市整備部長、鮎川傑地域まちづくり担当部長、亀山勝

敏建築住宅担当部長 

 

そ の 他  

佐藤和彦企画課長、渡辺克己財政課長、矢作豊子広報課長、高田秀

和税務課長、奥島正信都市計画課長、三沢智法住宅課長、園田香次

建築課長（マンション担当課長兼務）、末吉正伸建築審査担当課長 

事 務 局  税務課 
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審 議 経 過       

（１）委嘱・会長選出・会長挨拶・諮問・区長挨拶 

＜開会・委嘱状伝達＞ 

 

事務局： それではお時間前ですが、ただいまより豊島区税制度調査検討会議、２５

年度第１回を始めさせていただきます。私は事務局を務めさせていただきま

す豊島区税務課長高田でございます。よろしくお願いいたします。初めに、

会議の発足に当たり、豊島区長より委員の皆様に委嘱状の伝達を行います。

（区長が中村芳昭委員、池上岳彦委員、野口和俊委員に委嘱状を読み上げ委

嘱状を伝達した。） 

 

ありがとうございました。次に、区職員５名の委員の紹介をさせていただき

ます。任命につきましては省略をさせていただきます。政策経営部長吉川でご

ざいます。区民部長陣野原でございます。都市整備部長齋藤でございます。地

域まちづくり担当部長鮎川でございます。建築住宅担当部長亀山でございま

す。委員の任期でございますが、お手元にございます資料１の１、検討会議設

置要綱に基づきまして区長に報告書が提出されるまでとさせていただきます。

よろしくお願いいたします。検討会議委員と幹事につきましては、資料１の２

として名簿をご用意してございますのでご覧ください。 

続きまして、幹事となります区職員を紹介させていただきます。企画課長佐

藤でございます。財政課長渡辺でございます。広報課長矢作は、申し訳ありま

せんが後で遅れてまいります。都市計画課長奥島でございます。住宅課長三沢

でございます。建築課長兼マンション担当課長園田でございます。建築審査担

当課長末吉でございます。その他事務局として税務課職員が出席しておりま

す。よろしくお願いいたします。 

 

＜会長・副会長の選出＞ 

続きまして、会長の選出を行いたいと存じます。要綱第４条第２項によりま

して、会長は委員の互選により定めることとなっておりますがいかがいたしま

しょうか。 

委員：  池上先生を推薦します。最初の法定外税検討の際に部会長として第二部会

のまとめをしていただいた池上先生がふさわしいと思います。 

事務局： ありがとうございました。ただ今委員よりご提案ございましたがいかがで

しょうか。（異議なしの声あり）ありがとうございます。それでは、調査検討

会議の会長は立教大学の池上先生にお願いすることとなりました。よろしく
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お願いいたします。それでは、池上会長には会長席のほうにお移りいただき

たいと存じます。それではこれより会の進行のほうをよろしくお願いいたし

ます。 

 

＜会長挨拶＞ 

会長： ただ今ご指名をいただき、会長に就任させていただきました池上でございま

す。よろしくご協力をお願いいたします。今回の豊島区税制度調査検討会議に

つきましては、１０年前に独自課税として二つの税を検討して、そのうち実際

に施行されるに至った狭小住戸集合住宅税、通称ワンルームマンション税と言

われておりますけれども、これにつきまして５年ごとに見直しを行うことにな

っております。それで、今回２回目の見直しということになったわけでござい

ます。前回の見直しにおいても、若干制度の見直しということで、対象となっ

ている面積を少し広げたわけでございまして、今回もこの制度の実施状況を含

めて検討し、これからどうしたらよいかということについて積極的な調査検討、

そして提言を行えればと考えております。 

私は財政学が専門でございまして、税制の授業も行いますが、学外でも例えば

自治大学校などで市町村職員の研修を行うことがございます。そこで地方税の話

をする時には必ず課税自主権の話をしますので、そのときには必ずこの話をする

わけでございます。いかにその課税自主権を行使するのが面白いか、というと失

礼ですが、面白い。しかし実際にやるのは非常に大変だと。ただし、よく検討し

たうえで独自のことをやれば、非常に皆さんの印象が強いということもあります

し、根付くわけです。そういう意味で、豊島区の１０年間の試みは大変貴重なも

のであるし、それが今も活かされていることは大変喜ばしいことであると思って

おります。 

私は立教大学に勤めておりまして、地元でございますので、この税については

いろいろなところで取り上げておりますし、検討に参加できることを大変喜ばし

く思っております。そういう面でも、皆さんとともに勉強させていただきますの

で、よろしくお願いいたします。 

それでは、まずこの会議の要綱がございます。ここに第４条の第２項がござい

まして、副会長を指名することになっております。私から指名するということに

なっておりますので、これにつきましては青山学院大学の中村先生にお願いした

いと思います。よろしくお願いいたします。それでは、ここで豊島区の高野区長

に、諮問と合わせてご挨拶を頂きます。よろしくお願いいたします。 

（区長が諮問文を読み上げ、会長に交付。）  

それでは区長からご挨拶をお願いいたします。 
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＜区長挨拶＞ 

区長： 本日は、平成２５年度の第１回の豊島区税制度調査検討会議の開催にあたり

まして、一言ごあいさつを申し述べさせていただきます。ただいま検討会議の

委員として委嘱申し上げました、青山学院大学の中村芳昭先生、立教大学の池

上岳彦先生、そして弁護士の野口和俊先生におかれましては、日ごろより大変

お忙しいお立場にもかかわらず、委員の要請を快くお引き受けをいただきまし

て、誠にありがとうございます。改めて、３人の先生方に対しまして、深く感

謝を申し上げます。ありがとうございます。 

さて平成１６年６月１日に、ゆとりある住宅、バランスのとれた住環境を実現

し、ファミリー層の居住を誘導することを目的といたしまして、狭小住戸集合住

宅税、いわゆるワンルームマンション税を施行したものでありますが、早いもの

で、明日でちょうど丸９年になるわけでございます。制度の検討当時から先生方

には本当にお世話になっておりまして、第１回見直し、先ほど池上会長からもお

話いただきましたけど、平成２０年にも先生方のご指導を賜りまして、狭小住戸

の面積を２９㎡から３０㎡に改正をいたしたわけであります。この９年間、豊島

区狭小住戸集合住宅税は全国でも類を見ない、独自性の高い法定外普通税として

確固たる地位を築いてきたと自負をしております。本税の創設の検討当時、本区

では３０㎡に満たない集合住宅の占める割合が２３区で最も高く、住宅ストック

に著しい偏りがあったわけでございます。狭小な住戸ばかりではファミリー層が

住めず、地域コミュニティも衰退をしていきます。様々な検討をいただいた中で

このような形がずっと続きますと、この都市のスラム化になるのではないかな、

そんな懸念も私たちは持っていたわけでございましたので、この住宅ストックバ

ランスの改善が本税の最大の目的でございます。詳細につきましては、この検討

会議の資料の中でもお示しをしてまいりますが、本区では狭小住戸の割合が低下

する傾向にございまして、街づくりが進展したこともございますが、本税の効果

が表れているのではないかと考えているわけであります。 

前回の平成２０年の見直しから５年間、さまざまな動きがございました。特に、

平成２３年３月１１日の東日本大震災を契機といたしまして、安全安心のまちづ

くりが急務となってきたわけでございます。平成２４年には、東京都の木密地域

不燃化１０年プロジェクト、東京としても最大の課題に、この木密の解消をして

いくというような形の中で、特定整備路線として、区内７路線、都市計画道路が

規定されるとともに、東池袋四、五丁目が不燃化特区の先行実施地区に選ばれた

わけでございます。また、本区ではマンションが区民の６割以上が居住する、重

要な居住形態となっているために、分譲マンションの管理に特化した、全国初の

条例、豊島区マンション管理推進条例を制定いたしました。この７月からこれを

施行するわけでありますが、大変注目をされておりまして、全国から色んな形の
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中で、問い合わせといいますか、いろいろな注目をされまして、これはやはり一

連の住環境をどう整備していくかというようなことの取り組みではないかと思

っております。 

また、平成２４年、昨年都内で初めて、ＷＨＯの世界保健機関からのセーフコ

ミュニティ、安全安心な街としての国際認証を受けました。この国際認証を機に、

さらに区民の安全安心を創造していくことを区政の基本方針として参りたいと

思っております。ちょうど豊島区８０周年という昨年節目を迎えた、この時に、

このようなセーフコミュニティの認証、東京では初めてであり、全国でも５番目

でありますけど、そのときにいろいろ委員の方からも言われましたけど、このよ

うな大都市であり、物が集まり、人が集まり、そして情報が集まるこういう大都

市だからこそ、このような安全安心というようなことを挑戦するというのは大変

意義がある。当然、そのような状況の中では、いろいろな事件あるいは事故ある

いは課題がたくさんあるわけでありますけど、そういうデータをきちんと示した

上で、それらをいかに予防していくか、防いでいくかということは、どこの自治

体でも、どこの町でもやはり安全安心というのが一つの基本でございますので、

この認証も受けたというようなことも、さらに豊島区としての一つの区政の、基

本的な方針ということで、高い評価も受けているわけでございます。 

また、先の区議会におきまして、平成２５年度の予算が成立をいたしましたが、

特別区民税につきましては人口増加の増収が見込まれ、昨年度比２億２，３００

万円で、０．９％プラスとなる２４４億１，９００万円となっているわけであり

ます。実際に今年の、先月の初めでありますけど、４月の５日には、豊島区とし

て２４年ぶりに、人口が２７万台を突破いたしました。人口の増加要因の一つに

は、次代を担う２０代３０代の人口が増加しているわけでございますが、これか

らの将来を担うそういう方々の人口が増えていくというようなことは、とてもと

ても大変心強いことでございます。当初はこの人口予想、区では、平成２７年に

２７万人になるのではないかと想定をしておりましたけど、２年早く人口の増が

達成できたというか、やっぱりいろんな環境面等々の取り組みが様々な効果が表

れてきているのではないかと思っております。セーフコミュニティの理念である

安全安心でだれもが住みたい、住み続けたいと思えるようなまちづくりを進める

ことによって、今お話ししたような形の中で、さらにファミリー層の定住人口も

増加して、地域も発展していくものと確信をしているところでございます。 

今回２回目の見直しとなります本年、前回見直しの平成２０年から早いもので

５年間の条例運用状況や、社会経済情勢の推移等を踏まえまして、この狭小住戸

住宅税というものがとるべき必要な措置についてご議論をいただきたいと思い

ます。何とぞ、客観的かつ専門的な見地から、幅広いご検討いただきまして、忌

憚のないご意見をいただきますよう、切にお願いを申し上げる次第でございま
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す。豊島区の税制度調査検討会議の開会に当たりまして、私の思いも含めてごあ

いさつをさせていただきました。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

会長： それでは区長はここでご退席されます。諮問文の写しを委員に配付してくだ

さい。それでは、ただいま諮問文が配布されました。改めて確認しますと「豊

島区狭小住戸集合住宅税施行後における条例の施行状況、社会経済情勢の推移

等を勘案し、本税がとるべき必要な措置について」ということです。これから

何回かに亘って検討を重ねていきますが、まず本日の議事でございます。会議

の次第に三つのことが書かれています。本日の第一の議題は、狭小住戸集合住

宅税のこれまでの経緯について、ということでございます。これについて、ま

ず事務局に資料の説明をお願いします。 

 

＜運営方針、狭小住戸集合住宅税これまでの経緯について＞ 

事務局： それでは、事務局のほうから説明をさせていただきます。まずは会議の設

置目的について、最初にご説明させていただきたいと思います。本検討会議は

平成１４年に設置いたしました豊島区法定外税検討会議、また、平成２０年の

豊島区税制度調査検討会議の流れを汲むものでございます。平成１４年１月、

本区では当区固有の行政課題につきまして、ちょうど拡充されたばかりの課税

自主権を活用することによって対応する新税構想を発表いたしました。その後

設置されました法定外税検討会議におきましては、行政課題の解消に課税で対

応するということの適否、さらにそれまで区の内部職員だけで検討してまいり

ました新税構想が、そもそも租税理論になじむのかということにつきまして、

学識経験者の先生の方々、納税義務者となります各業界の方々、さらに区民代

表の方々にご参加をいただいた上で様々な角度から検討いただきました。そこ

で、このご報告を踏まえまして本区では平成１６年６月１日、豊島区狭小住戸

集合住宅税条例を施行いたしました。 

また、同条例につきましては参考１の１としてお手元にございますけれども、

条例附則第３項におきまして、先ほど諮問にございましたように、条例の施行後

５年ごとに、社会経済状況等について検討を加えて、条例の廃止その他必要な措

置を講ずるとされてございます。それに基づき開催しましたのが２０年の豊島区

税制度調査検討会でございます。この検討会議におきましては主に本税の効果及

び税制度の内容についてご審議をいただき、同年１１月に本税の継続、狭小住戸

の面積要件の変更について報告書を提出いただきました。それに伴い、２９㎡か

ら３０㎡に面積を改めたものでございます。前回の会から５年を経過しておりま

して、来年２６年が条例の施行満１０年となります。そのことから、本税の講じ

るべき必要な措置について今年度検討をいただくというものでございます。運営
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方針につきましては、おおむね５回程度の開催、そして、本年末もしくは年明け

を目途に、区長からの諮問にお答えをいただければ幸いでございます。しかしこ

れは限定されたものではございませんので、当面の目安ということで、追加の開

催もあろうかと存じます。 

また、要綱６条３項にございますように、本会議はすべて公開といたしたいと

思いますので傍聴はもちろん議事録についても、豊島区の議事録作成方針に則っ

て作成をさせていただき、資料とともに、インターネットにご紹介をさせていた

だきたいと存じますのでご了承いただきたいと思います。 

それではこれまでの経緯について、ご説明したいと思います。資料１の３をお

取り出しください。Ａ４判１枚の資料でございます。ただいま状況について申し

上げましたので、こちらの資料については簡単にご説明いたしますが、条例施行

までの経緯につきましては平成１５年の１２月９日に、区議会において条例を可

決されまして、１２月１０日条例公布、１２月１９日に総務大臣あての同意を求

める協議書を提出いたしまして、平成１６年に条例が施行されたというものござ

います。前回、平成２０年度の見直し会議につきましては、平成２０年に４回検

討会を開催いたしまして、１１月１０日に報告書の答申、翌６月２６日に、平成

２１年第２回区議会定例会におきまして、条例の一部改正が可決されておりま

す。このときに、２９㎡から３０㎡に面積要件が改定いたしました。その後総務

大臣あてに同意を求める協議書を提出いたしまして、１２月５日、改正した条例

にかかる施行期日を定める規則を公布いたしました。そして、２２年の４月１日

に条例の一部改正条例の施行をいたしました。ご案内遅れましたけれどもここで

資料の確認をさせていただきたいと思います。本日は資料番号が振られておりま

すものは５種類、参考番号が振られておりますものが７種類ございます。お手元

の資料でもし足りないものございましたら事務局の方まで、お申し出いただきた

いと思います。資料よろしいでしょうか。はい、ありがとうございます。これで

資料１の３のご説明を終了いたします。 

 

会長： ありがとうございました。それではただいま説明していただいた会議の趣旨、

それから狭小住戸集合住宅税のこれまでの経緯につきまして、何かご質問ご意

見がございましたらお願いします。これは過去の経緯の確認ということでござ

いますが、流れを申しますと、実際に条例が施行されたのは平成１６年６月１

日ですが、実際にはその２年以上前から、最初の検討会議が１年半ぐらいやっ

ていた記憶がありますけれども、かなり長い検討を重ねた上で新税の導入とい

うことになりました。そう考えますと、先ほど１０年と申し上げましたけども、

実はそれを超える長い歴史を持っている課題ということでございます。それで

はこの点についてはよろしいですね。次の議題ですが、狭小住戸集合住宅税新
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設の背景とその後について、ということでございます。これについては、資料

１の４がございます。これについて、またご説明をお願いします。 

 

＜狭小住戸集合住宅税新設の背景とその後について＞ 

事務局： 事務局からご説明させていただきます。それでは資料１の４をお取り出し

ください。狭小住戸集合住宅税新設の背景とその後でございます。こちらにつ

きましては復習を兼ねて確認をさせていただきたいと思います。まず１ページ

でございます。こちらのグラフは、平成１３年度の中高層集合住宅指導要綱に

基づく事前協議の対象となったものをグラフ化したものでございます。当時で

すね、３０㎡未満の戸数が全体の４２％にも及んでいたという状況を表すもの

でございます。下のグラフにつきまして、今度は別の統計に基づく物でござい

まして、平成１０年の住宅土地統計調査によるデータでございます。ただ、デ

ータの元は違うのですけれども、やはり豊島区では住宅ストックの約４３％が

３０平米未満とほとんど同じ数字でございます。続いて２ページでございます

けれども、こちらは平成１２年の国勢調査による世帯構成を表したものでござ

います。こちらですね、単独世帯が豊島区では５６％と、極端に当時から高い

というデータが出ておりました。住宅ストックのアンバランスが世帯構成のア

ンバランスに結びついているのではないかという議論も当時からされておりま

す。これ以上狭隘な住宅の増加が続いてしまいますと、誘導居住水準の達成向

上を難しくいたしますし、一層の定住性の低下につながる。また、地域社会の

中に身を置いて自分の町としてこう愛着を持ちながらまちづくりに目を向ける

人口が減ってしまうのではないか。そのことによって地域の相互扶助機能のさ

らなる弱体化を招いてしまう、具体的には、まちづくり・子育て・福祉・環境・

防犯・防災・リサイクルなどの面で、弊害が出てしまうのではないかという議

論がされておりました。 

続きまして３ページ目でございます。こちらも平成２０年度の検討会議の復 

習でございますが、税施行前平成１１年から１５年度の集合住宅の着工の平均戸

数でございますが、建築確認ベースで１０６９戸でございます。税施行後の平成

１６年から１９年度は７３７戸、ということでございまして下の括弧の中に、全

確認申請戸数が書いてありまして、施行前が３１３２戸、施行後は３２１２戸と

いうことで、全体数は微増ということですけれども税対象のワンルームマンショ

ンは３１％減少しているという状況でございます。一方、２９㎡以上、この条例

にかからないマンションについては急増しているというような状況でございま

した。これらの指標は、本税が対象規模の住戸を持つ集合住宅の建築を抑制して

いることを示すものであるという議論がなされました。 

政策手段としての課税でございますけれども、豊島区はワンルームマンション
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の建築を、抑制するためにとっている施策というのは、ワンルームマンション税

だけではありませんよということで、豊島区中高層住宅建築物の建築に関する条

例に基づきまして、２０㎡以上とするように指導しているという点が１点、それ

から第２点目には地区計画、具体的には１７３号線周辺地区で２９㎡未満の住戸

数３０戸以上有する集合住宅を禁止して、その後にもう１区同様に地区計画で規

制している地区がございます。それから三つ目に、税による、このワンルームマ

ンション税による２９㎡未満かつ９戸以上の住宅を課税する、というこの三つの

手法をとっております。ワンルームマンションの建築を抑制するといっても、さ

まざまな手法がございます。規制という行政的手段をとるか、もしくは課税とい

う経済的手段をとるかということにつきましては、地域の実情に基づく各区の判

断でありまして、その辺をどのようにやっていくかということを検討いたしまし

て、私どもの区については施策の一環として継続をすべきであるというようなご

結論をいただいております。 

４ページ目でございますが、税制度の内容につきましては、住生活基本計画に

おいて、２人世帯の最低居住面積水準が２９㎡から３０㎡に変更をされておりま

して、社会の変化に応じてワンルームマンションの定義は、時代によっても地区

によっても変化しうるものでございます。２０年１１月、報告書を区長に提出い

ただきまして、報告内容としては以下の２点でございます。本税は住宅施策の一

環として、かつ課税自主権を発揮する独自の政策手段として一定の効果を発揮し

てきたと判断され継続されるべきである。２点目として、課税対象面積は最低居

住面積水準が３０㎡に設定されたことを踏まえつつ、社会経済状況などを勘案

し、区の住宅施策のあり方として区が決定すべきであるという報告書をいただき

ました。 

次のページでございますが、２０年の検討をこのような形でいただきまして 

その後の人口推移等でございますけれども、まず５ページの上のグラフですけれ

ども、平成９年あたりを谷といたしまして２５年４月に豊島区の人口が２７万人

を突破しております。下の方はですね、点線が日本人の住民、実線が日本人プラ

ス外国人を足した人口でございます。左下の図でございますが、平成９年に転入

が転出を上回り、人口増に転じたという状況でございます。そして平成２０年以

降転入転出ともに増加をしております。それから右下の表でございます。自然動

向の推移でございますが、平成１６年以降出生死亡ともに増加傾向にございま

す。それから６ページ目でございますけれども、こちらは住民基本台帳の人口と

外国人登録人口を足し昭和６０年を１００とした場合の指数でございます。おお

むねどの区につきましても平成９年を底に、平成１４年まで増加傾向が続いてい

ております。ただし、本区では社宅の廃止が集中したこと、それから都市計画道

路整備に伴う建物の除却が主な要因となりまして、１５年１６年の２年間一時的
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に減少したという状況でございます。そして１７年に、再度増加に転じ、２５年

１月２６万８０００人、そして、２５年４月２７万人を超えたという状況でござ

います。グラフを見ていただきますとわかるとおり、２３区でも都心に近い区の

人口回帰が非常に顕著でございます。特に高い伸びを示しておりますのは中央区

でございます。一方、豊島区とよく比較されます中野区ですね、ほとんど人口が

伸びておりません。都心回帰の影響がありまして、区内における新築マンション

建築が進んでおりまして、都心区の方が人口の伸びが著しいというのはこのグラ

フで見てわかると思います。私どもの区は中野区を抜きまして、１ヘクタール当

たり２０６．７人ということで全国１の人口密度の高い都市となっております。 

それから７ページ目でございます。年齢構成別人口の推移でございます。上半

分が豊島区のもの、下半分が２３区全体のものでございます。概ね似たようなグ

ラフの曲線を示していると思いますけれども、私どもが注目しておりますのはこ

の点線の囲みの部分でございます。２３区の計で、下の方の２５歳から３９歳の

グラフ、点線の丸で囲んだところを見ていただきますと、右下がりでございます。

ところが豊島区におきましては、これが右上がりのグラフを示しておりまして、

これが先ほど区長もごあいさつ申し上げましたけれども、２５歳から３９歳の人

口が本区については増加しているという特徴的な状況でございます。 

それから右側の８ページでございますけれども、こちらが高齢者と年少者の 

割合、これは住基人口のみでございますけれども、上が１９８５年、下が２０１

３年でございます。左側の縦軸の数値が違っておりますので、縦と横の数値にご

注意いただきたいと思いますが、上のほうは、１９８５年は６．５％から１４．

５％の幅で振っておりますけれども下は、１５％から２５％の幅で振っておりま

して全体的に上に上がっております。一般的な定義によりますと高齢化社会の定

義が７から１４％、高齢社会が１４から２１％、そして超高齢社会といわれます

のが６５歳以上は、２１％というように一般的に言われております。これを見て

いただきますと判りますように、豊島区は、既に２１％を超えておりまして、超

高齢社会に突入しているというような状況でございます。それからこの塊がだい

たい同じような位置にある区、変動がある区がございます。例えば北区は特徴的

でございますけれども、１９８５年当時、ほぼ真ん中にグラフの点があると思い

ます。ところが、２０１３年は高齢者が２５％を超え、なおかつ年少者の人口が

１０％を切っている状況でございます。ですからやはり各区がどのような政策を

実施しているか、それから地理的特性もありますけれども、高齢者人口と年少人

口の割合が、この間非常に変動しているという状況がうかがわれます。 

９ページ目でございます。こちらが総世帯数と、単独世帯数、ファミリー世帯

数の動きでございます。総世帯数はこのグラフにありますように、平成７年あた

りから右肩上がりに伸びております。この伸びはですね、主にこの単独世帯の伸
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びとほぼ一致しておりましてこのような状況です。ただ、ファミリー世帯も、他

の区については増えてないような状況の区もございますが、本区では平成１７年

からやや増加傾向にあるというふうにグラフでお判りいただけると思います。 

それから１０ページ目でございますけれども、こちらは豊島区の世帯構成の推

移、国勢調査でございます。前回、平成１２年のデータは、単独世帯が５６％で

ございますが、平成２２年の単独世帯は６１％ということで、先ほどファミリー

がちょっと増えていると申しましたけども、単独世帯についても増えているとい

うような状況でございます。２３区全体の状況で言いますと、前回お示しした平

成１２年のデータが単独世帯が４４％、そして現在の状況で単独世帯が４９％と

いうことで、やはり２３区全体でも単独世帯が増えている。それからファミリー

世帯についても、２３区全体でこのような形で減少傾向にあるということがわか

ると思います。 

１１ページ、こちらファミリー世帯と単独世帯の割合でございます。上が１９

８５年の国勢調査、下が２０１０年の国勢調査でございます。私どもの区とよく

比較されるのが渋谷・新宿・中野でございますが、上の１９８５年のグラフでも、

渋谷・新宿・中野・豊島というのは４区がくっついた状態でございます。これが

やや２０１０年になりまして、中野と豊島が少し新宿・渋谷と離れた状況にござ

います。グラフの縦軸が単独世帯、横軸がファミリー世帯でございますので、グ

ラフの右下にある区ほどファミリーが多い状況にございます。左上にある区ほど

単独世帯が多い状況、そして、真ん中にある区ほどバランスがよい区となってお

ります。 

最後に１２ページでございますけれども、国立社会保障人口問題研究所による

世帯数の推移、これは東京都全体のデータしかありませんので恐縮ではございま

すが、東京都２００９年１２月推計ということでございますけれども、白抜きの

部分が、夫婦のみの世帯・夫婦と子から成る世帯、そして黒い網かけの部分が単

独世帯でございます。この単独世帯の割合がやはり年々増えている、世帯数につ

いては２０２５年あたりをピークに、徐々に減ってくるというような傾向でござ

います。下のグラフが全国２０１３年の１月推計で２００５年から２０３５年の

動きを推計したものでございます。こちらを見ますと、夫婦と子どもから成る世

帯が、年々右肩下がりで減っていくであろうという推計がなされているデータで

ございます。以上、資料１の４を主にこれまでの復習とその後の人口動態等につ

いてご報告を申し上げました。 

 

会長： ありがとうございました。今ご説明いただいたのは、狭小住戸集合住宅税を

つくったときの状況、住宅供給の状況、それからストックの状況です。非常に

いわゆる狭小住戸と言いますか、小さいワンルーム型のものがストックとして
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も多いし、供給もそういうものが多かったということを、他の区との比較でも

言えたのです。それが税の導入後にどうなったかということを前回の見直しの

ときに示されたデータをここで確認した、というのが３ページの数字でござい

まして、基本的に抑制に貢献しているという評価をそこで行ったわけです。さ

らに、住宅ストックのアンバランスを是正する方策としては規制と並んで課税

という政策手段をとりうるものであることを確認して、この税を継続するとい

う判断の答申を行った。ただしワンルームマンションの定義を少し変えた、と

いうのが５年前でございます。 

    そのあとご説明いただいたのがその後の人口の推移でありまして、先ほど区

長からもご挨拶がありましたとおり、人口は今増えているというところでござ

います。平成９年を底として増えている。しかも、社会増と自然増があるわけ

ですが、いわゆる転入が増えている社会増という面と、それから自然増つまり

生まれる赤ちゃんと亡くなる方の差を見ますと、社会増が大きいわけですけれ

ども、出生も増えていることが、統計上出てきているわけです。これはファミ

リー世帯が増えれば子どもも生まれて、増えてくるということかと思います。

それをさらに示したのが７ページの年齢構成別人口ということです。今お話が

ありましたとおり、２５歳から３９歳の方が、豊島区の場合増えていることが

１つの特徴としてあります。ちょっと２３区全体の傾向よりも良いというとこ

ろが見られています。ただ、その高齢者と年少者の割合というところで見ると、

明らかに豊島区は新宿・渋谷・中野の３区と同じような性格を持った区だとい

うことが、８ページにあるグラフから、それから１１ページにあるグラフから

判るわけです。特に面白いのは８ページの図で、高齢者と年少者の割合をみる

と、いずれの区も当然のことながら、高齢者の割合が高まって年少者の割合が

低くなっているところは共通です。ただし、特別区の平均というものをとって、

そこからの相対的な位置関係を見た時には、１９８５年には豊島区は特別区平

均よりも６５歳以上の高齢者の割合が高かったけれども、２０１３年には平均

並みになっています。ただし年少者の割合が平均より大きく下回っているとこ

ろは変わらないという点もあります。それから他の区についても、それぞれの

住宅ストックの変化があり、それからそれぞれの世帯構成が変わっていった、

つまり世帯の中の変化があったと思いますけれども、それぞれ相対的な意味で

も高齢化が非常に進行している区と、逆にあまり進行していない区に分かれて

いることがここで明らかになっています。それが、ファミリー世帯の動き、そ

れから単独世帯の動きを反映しているということです。９ページから１０ペー

ジはそのことが書かれているわけですが、やはり単独世帯というのは、これは

もちろんワンルームマンションだけとは限らないわけで、従来から住んでおら

れる方が、単独世帯という形に変わったケースもあるわけで、そういうことも
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含めて単独世帯が増えているというところもあるのかと思います。ただ、ここ

で注目すべきファミリー世帯も、平成１７年を底として、やや増加に向けて転

換してきたというところが、最近の５年間といいますか、２００５年から１０

年までの間の５年間の大きな変化ということになります。そういうところが豊

島区と他の区を合わせて見た時の動きの特徴ということかと思います。これに

つきまして何かご質問ご意見がございましたら、あるいは気づいた点がござい

ましたら、いかがでしょうか。 

委員： 約１０年間にわたってこの狭小住宅税を導入して施行してきたわけなのです

けども、今、統計的なデータをこういうふうに示していただいたのですけど、

問題は本税の税収をどういう形でその利用してきたかというか、これは別の日

か何かに説明していだけることになっているのでしょうか。 

事務局： はい、会長。次回以降ですねその具体的にどのように使わせていただいた

かをお示しするつもりでおりますが、大まかに申し上げますと区営住宅の改修

ですとか、そのような形でゆとりある住宅環境整備のために使ってきていると

いう経緯がございます。 

会長： それでは他にご質問ございましたら、いかがでしょうか。 

委員： 別の日に説明されるのであればいいのですが、これまで何かワンルームマン

ション税に関する問題となった点があったのかどうか、つまり、業者との間で

トラブルとかそういう問題があったのかどうかというのをちょっと知りたいと

いうことです。あともう一つ、資料をさっと見てやや問題があるのではないか

なと思われる点が一点ありました。それは何かというと、こういう事例という

のがあったのかだけを教えていただきたいです。条例施行規則の３条、参考資

料にある規則の３条にみなし規定が入っていますが、これは実際に適用があっ

たのかどうかということをちょっと教えていただきたいです。 

事務局： はい会長、今の２点のご質問についてお答えします。まず第１点目の５年

間のですね、課題トラブル等ですけれども、訴訟等は１件もございませんでし

た。当初税導入当時に、ワンルームマンションを事業とされるその不動産業者

の方、デベロッパーさんからですね、いろいろとご意見をいただきましたけど

も、そういうトラブルは１件もございません。それからですね、滞納について

もほとんどなく、今のところ数件でございます。最初の建築をするときの資金

計画の中で、ワンルームマンション税の資金を予定されていないで融資を受け

られた事業者さんがおりまして、滞納になったというのが１件。また、途中で

建築主が変わってしまった事例がございました。この条例においては納税義務

者が当初の建築主ということですので、これが代わった場合に、どうなるのだ

ろうかというような事例が１件だけございます。それから２点目のご質問です

けど、この点については担当をしている事務局の方から実績について申し上げ
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ます。 

事務局： 建築確認申請上、ほとんどが、共同住宅で申請されたものが課税の対象に

なっているのですけれども、中にはバス・トイレ・キッチンが設置されている

ものであれば、課税をしたということも今は数字ではおさえていませんがケー

スとしてはございます。 

委員： 何故それを聞いたのかという問題なのですけれども、条例改正とちょっとか

かる件なのですけれども、この３条というのは規則では無理ではないかと思っ

てそれでお聞きしました。というのは、これは、みなし規定なので、課税対象

となる範囲を、規則によって広げることになるので、これは条例の本法で規定

しないと、少し問題が出てくるのではないかなと思ってそれでお聞きしました。 

会長： ありがとうございます。規則の第３条の集合住宅とみなすというところです

ね。 

委員： そう、みなし規定は、規則で定めるのは無理だと思います。委任の範囲を超

えているので多分訴訟ではちょっと堪えられないと思います。 

事務局： ありがとうございます。 

会長： それでは今のご意見は条例と規則の関係ということで、本来条例に規定すべ

きものではないかと、そういうご意見かと思います。これは検討課題になりま

すので、その点は次回以降に検討させていただきたいと思います。ありがとう

ございます。他はいかがでしょうか。区の職員の皆様から何かございましたら。

よろしいですか。それでは次の資料の説明、資料１の５というのが二つござい

ます、１の５の１と１の５の２。これは議事次第の議題で言いますと住宅スト

ックの動向の部分になりますが、豊島区と他の区とを比較して理解しておくこ

とが必要だろうということで、こういう資料を作っていただきました。これに

ついてご説明を事務局からお願いいたします。 

 

＜各区の住宅ストックに関する動向ついて＞ 

事務局： はい、会長。事務局から説明をさせていただきます。資料１の５の１と１

の５の２をご用意させていただきましたが、一見似たような資料でございます

が実は、１の５の１の方が住宅土地統計調査ということでハードの視点から調

べた資料でございます。二つ目の方が国勢調査による調べということで、その

違いは国勢調査の方は実際に住んでいる人からの回答書によるものでございま

す。住宅土地統計調査というのは、居住の有無にかかわらず、建物のハードの

状況を確認しているという点が若干違っております。 

まずハードの方の調査、住宅土地統計調査の方でございますけれども、資料１

の５の１の１ページ目でございます。左上の資料につきましてちょっと見づらく

て大変恐縮ですが、上半分が、民営借家を示すものでございます。下半分が持ち
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家を示すものでございます。豊島区の場合、民営借家が約６割、持ち家が４割、

ということでございます。その左半分が平成１５年の状況で、右側が平成２０年

の状況でございます。まず、民営の借家が、平成１５年から２０年でどのような

変化があったかということでございますが、非木造が３７．８％と平成１５年に

なっていたものが、平成２０年は４１．５％ということで、不燃化がかなり進ん

でいるという状況が見て取れます。それから下半分が持ち家の状況でございます

が、共同建て・その他が、平成１５年当時２１％になっておりますけれども、こ

れはですね、２４．４％ということでございます。豊島区の場合は借家と持ち家

の比率はほぼ変わっておりませんけれども、共同建ての持ち家のうちマンション

がその構成比率が上がっていているというような状況が認められます。当然、非

木造が１７％から２２％ということで、持ち家のほうについても、不燃化が進ん

でいるという状況があります。それから２ページでございますけれども、上が平

成１５年の総住宅数に占める民間借家、共同建て非木造で３０㎡未満の住戸の割

合でございます。下が平成２０年でございますけれども、平成１５年のときは、

１８．５％ということで、豊島区は２３区平均の約１．５倍、２３区では２番目

に高い水準でございました。それが平成２０年の住宅土地統計調査によります

と、大きく状況が変わっております。豊島区は２３区ではまだまだ高い水準でご

ざいますが、第３位に落ちていると。その中で、３０㎡未満の住居割合が非常に

大きい伸びを示したのが中野区・新宿区でございます。先ほど中野・新宿・豊島・

渋谷というのは、同じような状況の区であるというご報告を申し上げましたけれ

ども、この建物の建て方を見ますと、非常に大きく様変わりをし、中野区・新宿

区につきましては、この３０㎡未満の住戸が大きく増えてしまったという状況が

見て取れます。２３区平均の伸びでは２．９ポイントですが、その中では、中野・

新宿・港が非常に高い増加を示してございます。 

次の３ページ目でございますけれども、ここからは各区の状況を詳細に調べて

ございます。右の円グラフが判り易いと思いますけれども、豊島区につきまして

は平成１５年が、３０㎡未満が３７％、それが平成２０年では、３６％というこ

とで、微減でございます。東京都全体で言いますと、３０㎡未満は２３％から２

４％と微増になっております。２３区につきましては４ページの上の表でござい

ますが、２５％から２６％と１ポイント増えております。ここから各区の状況に

なりますけれども、類似の区で言いますと新宿区は６ページ目の上段でございま

す。新宿区につきましては３２％から３９％と、３０㎡未満の建物が７ポイント

も増えている状況でございます。それから同じような区で先ほど比較しました渋

谷区につきましては１０ページ目の下でございます。２９％から３１％と２ポイ

ント増えております。そして中野区１１ページの上段でございますけれども、こ

ちらが黒い部分が非常に多いのがわかります。３９％から４３％というふうにな
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っております。あとですね各区状況示しておりますが例えば、下町の１４ページ

の葛飾区、足立区・葛飾区ですね、足立区はもともと割合が低くて１５％から１

７％、葛飾区も同様で１５％から１７％ということで、このグラフを見ていただ

いても判りますとおり、ストックバランスという点から言いますと、下町のほう

が小さい建物が少なくて、比較的大きな建物がバランスよくあるというような状

況が見てとれるものでございます。それから１８ページをご覧いただきたいので

すが、１８ページの右上の表でございますが、こちらは２３区のですね、３０㎡

未満、それから３０㎡から４９㎡、５０㎡から６９㎡、７０㎡から９９㎡、１０

０㎡というように面積を５段階に分けまして、それの２０年と１５年の増減を比

較したものでございます。今までの円グラフを数値の表で差っ引きしたらどうな

のだろうかということでやってみました。３０㎡未満の住宅ストックの構成比

は、２３区中７区が減少しております。もちろん豊島区も減っておりますが、豊

島区の減少率は２３区中６番目と。３０㎡未満が比較的減っているのは板橋区や

千代田区、大田区。逆に３０㎡未満が比較的増えているのが下のほうになります

けども、港区・新宿区・墨田区・中野区・世田谷区あたりは増えております。そ

れから５０㎡から６９㎡の建物については１１区で増加しております。いわゆる

比較的ファミリー層が住めるようなものですけれども、豊島区の増加率は２３区

中５番目ということでございます。５０㎡から６９㎡で見ますと例えば新宿は

３．６ポイントのマイナス、ところが私ども豊島区ついては１．５ポイントのプ

ラスというような状況になっております。 

また、下のグラフは延べ床面積３０㎡未満の住戸の構成割合の増減率を示した

ものでございまして、これを平成１５年と平成２０年の比較で見たものでござい

ます。下のほうで左に棒グラフが伸びているのが減った区、上の４分の３ぐらい

が３０㎡未満の建物が増えている区、というような状況でございます。 

次に資料１の５の２でございます。同様な分析でございますが今度は、国勢調

査で実際に住んでいる方が回答したものについても同様な事を調べてみるとど

うなるか、ということで調べてみました。こちらの１ページ目をご覧ください。

豊島区の面積別住宅の建て方のアンケートでございます。国勢調査の回答により

ますと、平成１７年に、３０㎡未満に住んでいると回答した方が３４％でござい

ますが、これは平成２２年国勢調査になりますと２８％に減っております。先ほ

どの住宅ストックに関するその住宅土地統計調査、ハードの調査面と、国勢調査

での実際に回答のあった方との数値に差がございまして、少し興味深いなと思っ

ております。特別区全体で見ますと２ページ目でございますが、３０㎡未満に住

んでいると答えた方が平成１７年で２３％、２２年はまったく同じで２３％とい

うことで豊島区が狭い住宅に住んでいるという方が、２３区全体に比べて減って

きているという状況が見て取れます。 
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例えばそれを、似たような区で言いますと新宿区が、６ページ目でございます。

新宿区の平成１７年時の国勢調査の回答によりますと３０㎡未満が３４％、２２

年度は３７％に増えております。それから１５ページの渋谷区でございます。平

成１７年に３０㎡未満に住んでいると回答のあった方２７％、２２年に同様の回

答が２９％ということで２ポイント増ということなっております。それから中野

区につきましては、平成１７年が３９％、２２年の国勢調査が４１％ということ

で２ポイント増ということで、世帯構成類似の区に比べまして豊島区の狭小住宅

に住んでいる方が減っている率が高いというのが、ご理解をいただけると思いま

す。 

２６ページに飛びますけれども、こちらがまとめ的な表でございますけれど

も、同様に、先ほどのグラフを２２年と１７年で差っ引きをいたしまして、数値

の表にしたものでございます。豊島区につきましては３０㎡未満の建物がマイナ

ス５．６ポイントと、比較的大きく減っております。比べて５０から６９㎡の比

較的に広めのマンション、７０㎡から９９㎡もそうですけれども、３．７ポイン

トそして３．２ポイントということで、国勢調査の回答によれば、比較的ファミ

リー向けのマンションに住んでいるという方の割合が豊島区では増えておりま

す。片や下のほうですけれども中野区に注目をしますと、３０㎡未満が２．２ポ

イント増、ファミリータイプのものについても、５０㎡から６９㎡がマイナス１．

１ポイント、７０㎡から９９㎡がプラスの０．４ポイントということでほとんど

伸びてないというような状況でございます。 

このような形で、ハードの住宅土地統計調査を見ましても、国勢調査を見まし

ても、豊島区については、比較的狭い３０㎡未満の建物の割合が減ってきている

と。特に中野区と比較しますとその状況がよく判ります。ただこのハードの住宅

土地統計調査と実際のアンケートの回答による国勢調査とでは、若干数値の出方

に開きがありますけれども、これは前者がある程度空き家も含めたデータも入っ

ているのに対し、後者は実際に住んでいる人からの回答によるデータであること

の違いかなと推測しております。それから年の取り方にも、１５年対２０年、１

７年対２２年ということで若干の差がありますし、その辺が二つの調査で若干の

差が出ている原因かなということで、推測ではございますが、分析をしておりま

す。資料１の５につきましては以上でございます。 

会長： はい、ありがとうございました。これにつきましては、豊島区と他の２２区

を比較するという形で、住宅ストックの最近５年間の統計・動向で興味深い比

較になっていたと思います。これについて何か気づいた点、ご質問ご意見がご

ざいましたらどうぞ。 

委員： 定住性の観点からの関心なのですけれどね。この３０㎡未満の部屋に住まわ

れている人の、職業というのは国勢調査の結果からは、分析できるのですか。 
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事務局： 国勢調査においては、職業別の統計については抽出できますが、部屋の広

さとクロス集計したものはございません。大変申しわけございません。 

委員： それから３０㎡未満というのが減っているとすると、いわゆる木造アパート

が建て替える時にそこを出て別な形の家に住むということもあると思うのです

けども、３０㎡未満の住戸はだいたいワンルームマンションか木造アパートの

どちらかですよね。ということは判るのですか。建て方というか判るのでしょ

うか、いかがでしょうか。 

委員： 資料１の５の１、１ページでございますが、そちらの中で、１５年と２０年

を持ち家と民営借家の中でさらに一戸建て・長屋建て・共同住宅その他が木造

と非木造でどれくらいあるかというのが面積別のパーセンテージで表されてお

ります。 

会長： はい、ありがとうございます。木造がかなり減って、非木造は増えていると

いうことは、予想通りといえば予想通りなのですけれども、そういう面もある

ということですね。 

幹事： おっしゃる通りで不燃化が進んでおりまして、狭い木造のアパートが建て替

わるときに少し良好な、建物に建て替わっているということが推測できると思

います。 

会長： 他はいかがですか。 

委員： あるのかどうか判りませんがこういう住宅の広さについて豊島区で地域協定

というか建物の地区計画ですか、それを導入されたっていうことをお聞きして

いるのですけども、これと住宅の一戸建てが中心なのでしょうけどもその場合

の広さの確保ということとがどういう風に関連しているのかどうかもちょっと

だけ。もし何かあれば教えていただければと思います。 

事務局： 協定というのは特になく、やはりこの面積は、建築条例で２０㎡というよ

うな建築上の縛りがございますが、あとはですね地区計画でやるとすれば、先

ほどの都市計画１７３号線の地区の沿道ですとか、あとは桐葉通りという地区

の地区計画で、地元の発意により一定の面積以上の建物にするというような実

例は区内でございます。ただ、私どもの区では建築協定でそういう規制をやっ

ているという例はございません。 

会長： 他はいかがでしょうか。 

委員： 平成１７年から２２年の国勢調査のところでも、それから実際の供給状況と

ストック状況これまでの経過を見ますと確か、この税を検討していたときは、

平成１２年ぐらいのデータしかなかったかと思っております。その時だと、も

っとその極端なこのストックの状況といいますかほとんどファミリー用の住宅

が２３区に比べて少なくて、３０㎡未満のものが極端に多いというような、こ

う、えぐれたようなグラフだったかと思うのですね。それがこういうふうな税
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とか、それからファミリー向けの住宅の誘導ということを図る一つの手段とし

てこの税というものを考えたわけですけれども、今現在、この税だけによる効

果ではないと思うのですけれども、実際上はかなりこのファミリー用のですね、

５０㎡とか７０㎡とか、そういったところの住宅がかなり増えてきているとい

うのは、当初目論んでいたような住宅のストック状況になってきているのかな

というふうな印象を受けました。それから、今の委員からのご指摘の協定です

とか、あるいは地域住民の総意によって、地区計画でそういうふうなワンルー

ムを規制するという、現実に、町で行われているわけですけれども、この税を

検討した当初、税以外の手法による、規制というのが出来るかどうか、どうい

う手段があるだろうかというふうなことを検討した記憶がございます。そのと

きに確か委員から地区計画で建物の中の居室面積まで規制するのはいかがなも

のかと、果たしてそういうことができるのかと疑問があるのではないか。建物

全体としての、ボリュームですとか高さですとか、そういったものはまちづく

りの観点から、そういう地区計画で規制できるけれども、中の居室という極め

てプライベートな部分まで、地区計画で決めてしまっていいのだろうかと、確

かそういう疑問が出されたかと思っておりまして、この辺のところについては、

まだ解決を見ていないのかなという気はいたします。 

会長： はい、ありがとうございました。確かにここで出されている統計は直近のも

のとその５年前ということで比較しており、税の全体の歴史を考えるともう５

年前と比較するというのも望ましい比較かと思います。そうすると、豊島区が

この１０年間どう変わってきたのかということが明らかになるのかなと。おそ

らく前の資料とくっつければ判るのですが、全部やると大変なので、特徴の出

ている表と図でやってみると非常に面白いのではないか、と先ほど私も思いま

した。 

委員： 先ほどワンルームマンションが他の区、特に新宿とか中野で極端に増えてい

るということでちょっと思い出したことがあるのですけども、この税が施行さ

れてから民間の調査機関がいろいろと調査をしていて、山手線内のワンルーム

マンションが相当供給されているという、新聞記事が出たと、記憶がありまし

てそこで他の区を調べたところ、やっぱり民間事業者はこの税があるから豊島

を避けて結構近隣区のほうに流れているというふうな、情報があったと思うの

ですね。そういったところが積み上がっていって結構それが新宿区ですとか、

中野区とかそういった他の区の方に相当これだけの違いの影響が出てきている

のかなとそういったところもちょっと記憶を呼び戻したところです。 

会長： はい、事務局から何か。 

事務局： 今のお話をやはり裏付けるデータがありまして、大手デベロッパーの賃貸

マンションの供給状況を見ますとやはり都心エリアの開発が多いということで
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千代田区・中央区・港区の都心３区が、３０㎡未満のマンションについて増加

傾向があるというようなデータもございます。 

委員： 先ほどの委員のお話で思い出したことがあるのですが、私の個人的な体験な

のですけれども、ある顧問先の工場の跡地利用ということで、学生マンション

を建てたいと、こういうことがあったのです。学生マンションですから当然賃

貸ですし、たくさんの学生さんを入れるということなりますとワンルームにな

ってくる、そこで委員がおっしゃったとおり豊島区では無理だけども別のとこ

ろだったら大丈夫だと、こういう例が実際にありました。 

会長： ありがとうございます。 

委員： 最近ですね、実態は全然判らないのですけども、賃貸物件なんだけども共同

で住むというシェアハウスというのが流行っている、豊島区ではそういう賃貸

ケースは把握されているのかどうか、最近の新しい傾向なので判らないのです

けれども。 

事務局： はい、今のシェアハウスについてのご質問ですけれども、私は区民部で住

民記録の担当者に話を聞くところによると、特にシェアハウスは増えていると。

非常に住民登録上も問題がございまして、一つの家の中に、２段ベッドを何台

も並べて、そこに外国人や日本人のシェアハウスもあるのですが、若い人たち

が集団で住んでいると。そこで通常住民記録をつけるときに、何丁目何番何号

○○荘何号室と付けるのですが、それがつけられない状況にある建物があると

いうことです。そういう状況から見ますとその場合に国勢調査でもどう回答し

たらいいのかというのがありまして、１部屋で複数の人間が、シェアハウスに

住んでいますので、住んでいる面積としても非常に広いのですが、個人個人は

２段ベッドに住んでいるという状況がございまして非常に住民登録上も、まち

づくりの面からも、課題が多い物件が増えていると。数字的には押さえており

ませんけどもそういうシェアハウスが増えているというような話は聞いており

ます。 

委員： 私の質問はそういうことを想定していなかったのですが、今お聞きして負の

部分もあるというのは初めて知りました。そうではなくて広い部屋を、一つの

部屋に１人が住むという形態でリビングをシェアするという、あるいはキッチ

ンをシェアするというそういうことを想定して聞いたのですが、今の回答です

とそうではなくて負の側面もあるのだっていうことだと思います。 

事務局： はい、本区ではむしろ良い報告はあまりございません。 

会長： これはちょっとワンルームマンションとは別の課題かと思いますが、住宅ス

トックの利用方法といいますか、そういった問題かと思います。いかかがでし

ょうか、先ほどの資料について何かございましたら。 

委員： ３０㎡未満の豊島区内の割合が、若干減っているというようなことを税も含
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めてですね、さまざまな取り組みをしてきたことがこの傾向にあるのだろうと。

これからの議論をしていかなければいけないと思うのですけども、一方住宅の

統計調査の方のデータですけど、１７ページで先ほどご案内がありましたけれ

ども、この間に中野とですね、新宿が３０㎡未満のですね、構成比がかなり上

がっているというふうなご紹介があったかと思うのですけども、新宿で７ポイ

ントそれから中野に至っては４ポイント超ですかね、この原因あるいは要因に

ついては同じようなデータでもって何かこう類推するというふうなことは出来

るのでしょうかね。 

幹事： 中野区と新宿区につきましてはですね。やはり豊島区のような税制がないと

いうことで先ほどその不動産業者からも、豊島区はやめて近隣区でつくろうと

いう動きがあることが一つと、それから中野区につきましては、次回以降の資

料を示ししますが、最近ファミリー住戸を附置するという条例を制定したとい

うふうに聞いておりますので、やはりこれまで対策をとってこられなかったの

で、今後、条例によって建築規制をかけて、ファミリーマンションを附置する

という義務を課していくのではないかという動きが出ておりまして、新宿につ

いては、特にそういう動きもなく、やはりあの利便性から、このような状況に

なっているのかなというふうに考えております。 

委員： すいません、この資料の１ページに豊島区の住宅ストックの状況、民営借家

と持ち家で分けて、どのように構成が変わったのかというふうなとこでござい

ますよね。すべて同様のデータが、新宿・中野についてですね。あるのかとい

う辺りですね。同じものがあれば、何かちょっとこう推計ができるのではない

かなという気がするのですが。 

事務局： 住宅土地統計調査からのデータを拾って作成することが可能ですので、次

回以降を同様の２区で作成できると面白いかなと思っておりますので、ぜひつ

くってみたいと思います。 

委員： はい。ご面倒でもすいません、お願いします。それから先ほど委員からもあ

ったのですけども需要を総体として、こうしたワンルームと称されるような、

共同住宅の需要総数といいますか圧力というのでしょうか。これっていうのは

どうなのか。計ることができるのでしょうか。というのは、先ほど豊島区につ

くられない場合は相当の需要があれば、確かに杉並なんかは増えて実数で増え

ていたのかなと思うのですけれども、板橋とかですね練馬、それから北区はで

すね、いずれも増加しても非常に微増ですし、中には減少しているところも、

近隣で唯一、杉並は推移していませんけども、また、中野はとりたててぐっと

多いとこういうふうな状況なのでそのあたりのですね、こうなんて言いますか。

需要の数っていうのでしょうかね、データなり指標があると、ちょっと難しい

のかもしれませんけれども、これ我々もちょっと探してみないといけないので
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しょうけれども、あれば、お願いしたいなと思いました。 

会長： どうぞ事務局から。 

事務局： ワンルームの需要という観点でございますけれども、私が都市整備部に居

たときにデベロッパーさんにお話を聞いた限りのことでございますが、やはり

豊島区も需要はあるのだと。特に大学周辺でございます。会長がお勤めの立教

大学、それから東京音大周辺には、本当は特に女子学生さんが地方から出て来

た時に安心して入居できる良質なワンルームマンションをつくりたい、という

話は聞いたことがあります。しかし、地区特性として土地が余り出ないという

話はおっしゃっていました。よって、杉並・練馬あたりのところにそういう需

要があるかといいますと逆にやはり大学とかがないと、なかなかそういう需要

もあまりない。中野区は大学が非常に多いので、逆に需要があるという面があ

ると思います。ですから大学とかがあり、若い人が住むような需要があるかど

うかという点が１点。それから土地が出るかどうかという点が２点目、三つ目

に交通の利便性です。練馬区あたりでは、私どもの区のように区内全域が最寄

り駅から徒歩十分圏内ということはありません。例えば練馬区、南北に移動す

るのも大変でございます。そういうところにワンルームマンションをつくった

としても、あまり需要はないと思います。その三つの点が各区のワンルーム需

要を決める点かなと見ます。利便性・大学等のニーズ、それから土地の供給が

あるかどうか、その三つの要素が豊島区にはあるということで、デベロッパー

さんと議論したことがございます。 

委員： 今の点を補足すると、東京都がかつて大学等に対して都心に集中するのを抑

制するための規制立法があったのですが、それが撤廃されて大学の都心回帰と

いう状況なので、需要という観点からすると廃止されたといいますか、条例が

廃止されたとき以降が問題なんじゃないかと思います。それは一つの要素では

ないかと思うのですね。 

委員： 今、先生がおっしゃったのは工業等制限法ですね。これによって大学等の教

室の新設・増設が制限されていましたから、前後で当然変わってくると思いま

す。調べてみてください。 

事務局： はい、調べてみます。 

委員： 事業者が事業として成り立つときに考えるのは当然値段とかの関係ですよね。

バブルがはじけて土地の価格が大分下がってきた。今までは、副都心区あたり

が１番業者としては狙いやすかったのが今本当に都心区で、当時と比べれば相

当下がっているので、先ほどの説明の中でも千代田・中央・港に増えているっ

ているような傾向もあるのではないかと思っています。ですから、景気の動向

と実際の供給量と、ちょっと合わせたような資料がつくれればいいのですけど

ね。ちょっと見てみたいなと。 
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事務局： 今のご指摘に従ってちょっとさまざまな資料を作ってみたいなと思います。

特に土地価格ですね、それが関連していると思いますので、その土地価格の状

況と各区のワンルームの増加というのも興味深いのかなと思っておりますの

で、それも調べてみたいと思います。 

委員：  すみません。今の点なのですが、先ほど増えている中で、中央と港は増え

ていますよね、実数が実際に住居用途として使われているのかどうかっていう

問題で、私も今おっしゃっていただいたので、平成１５年からですね２０年ま

でってどういう時代だったのかと言われますと、その投資目的でもって建設を

されたものが、この住宅土地統計調査だと現れてくるのだろうと思うのですけ

れども、ちょっとそういったような影響といいますか。あるものなのかどうか

と、新宿や港ですとか中央ですとかある程度こういわゆる需要とはちょっと切

り離した形でもって、見なくちゃいけないようなところも、ストックはストッ

クですけれども、あるのかなという気持ちもしましたので、資料作成する時に

ちょっとそのようなものも見せていただければと思います。 

会長： いかがでしょうか、いろいろと要望が出されまして大変かと思いますが、で

きるかぎりお願いいたします。他はいかがでしょうか、よろしいですか。 

    私の感想を申し上げますと、ただいまお話がございましたとおり、住宅土地

統計調査の方は平成１５年と２０年ということでございます。そして国勢調査

の方は平成１７年と２２年ということで、その間に景気状況がかなり変わって

いるわけです、特にリーマンショックの後、私も覚えておりますが、平成２０

年の夏頃まではガソリンの価格が急に上がった時期です。その秋ぐらいから急

に景気が悪くなってきて、学生の就職も厳しくなり大学としても困った時期が

あったわけです。国勢調査の方は西暦で言うと２００５年と１０年となります

ので、ちょうどその時期を挟んでいる。ただし、住宅土地統計調査の方はまだ

その景気の悪くなった影響は出てきてないはずなので、ちょっとそこは間に合

っていません。それを踏まえたうえでも、先ほど出ましたとおり、もともと２

３区の中でも豊島区は新宿・中野・渋谷の３区と似た性格を持った区なのです

が、豊島区と他の３区は違う動きをしているというのは明らかに見えます。今

いろいろとご発言がございましたとおり、大学があるかないか、あるいは大学

の定員の問題であるとか、その他にもいろいろな条件があるのかと思います。

しかしそれにしても、他の区、例えば中野区や新宿区でワンルームが非常に増

えている中で、ある意味で豊島区は踏みとどまっているというのが実態ではな

いか。それが一番表れているのが住宅土地統計調査の資料１の５の１の２ペー

ジですかね、これが１番象徴的に表しています。 

豊島区自身は、ワンルームに当たる民間借家の共同建て・非木造で３０㎡未満 

のものの割合が１８．５％から１８．７％へとほぼ横ばいです。他の区は、２３
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区全体でみても、１１．８％から１４．７％へということで３ポイントほど上が

っています。豊島区はこれが上がらないで止まっていますが、先ほど申し上げた

他の３区は上昇しています。要因はいろいろあるにせよ、一つ大きな特徴として、

国勢調査にも出ていたとおり、３０㎡未満に住んでおられる方が非常に減ってい

ます。それは、豊島区の住宅に関する方針として、望ましい方向に動いていると

いうことだと思います。その点をここでは確認できます。２３区の比較となると

大変ですが、先ほどの比較すべき３区、もしくは都心区と間で状況の違いが出て

くれば、豊島区の特徴もより明らかになるのではないかということもございます

ので、それはまた次の機会にでも検討を重ねたいと思っております。今日の資料

につきましてはいかがでしょうか。それではよろしいでしょうか、若干予定より

早いのですけれども、本日の検討は第一回ということであり、いろいろな課題も

明らかになってきたと思いますが、ここで一旦締めさせていただきまして、次回

はまたテーマを少し変えて検討を進めたいと思います。 

会長： 次回の予定につきまして事務局からございますか。 

事務局： はい会長、次回は７月を予定しておりまして、ただいま先生方のご都合を

お伺いしておりますので御三方の日程を調整でき次第、７月の日程を決定いた

したいと存じます。 

会長： はい、そして次回につきましては、今いただきましたいろいろな課題、つま

り豊島区におけるワンルームマンションも含めた建築の動向でありますとか、

あるいは他の区の動向などを中心に検討を行いたいと考えております。それで

は、本日はこれで閉会とさせていただきます。どうも長時間ありがとうござい

ました。これで第一回を終わらせていただきます。 

事務局： 失礼いたしました。補足が１点ございます。本日ですね、机上に単独世帯

とファミリー世帯の世帯主の年齢別調べ、国勢調査の１７年と２２年の比較と

いう資料がございます。こちらにつきましては、本日の資料の補足資料という

ことで、単独世帯とファミリー世帯の増減増加についてどのような形なのかと

いうご質問を池上先生からいただきましたので、これを参考資料としてお付け

をいたしました。 

最初のページの棒グラフを見ていただきますと分かりますように、比較的単独

世帯の若い方の増加率が大きいという先ほどの棒グラフがありましたけどもそ

れの補足資料でございます。それから２ページ目は豊島区と２３区の比較でござ

いまして、上のほうが豊島区で下のグラフが２３区でございまして、やはりこれ

を比べても、２３区の計より２５から３９歳の単独世帯の割合が２３区全体の平

均よりも高いというような状況をお示しするグラフでございます。それから最後

のページでございますけれども円グラフでございます。この年齢別構成比でござ

いますけれども、単独世帯を年齢別に表現しますと、６５歳以上は豊島区のほう
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が２３区平均よりも少ないと、２５から３９歳は２３区平均よりも、豊島区のほ

うが多いと。それからファミリー世帯を比較しますと、６５歳以上が、ファミリ

ー世帯は豊島区のほうが多い。２５から３９は、豊島区のほうがファミリーは少

ないということです。先ほどの資料１の４の７ページの表ですと、２５から３９

歳の人口がやや増えているのが、そのファミリーなのか単身なのかちょっとよく

わからないという点があるのですけれども、このデータを見ますと、２５から３

９の人口は増えているけれども、必ずしもファミリーではないのかなというよう

な、分析ができましたので、その補足資料でございます。ご説明が遅れまして申

し訳ございませんでした。 

会長： これにつきましては、何か質問ございましたら次回にお願いしたいと思いま

す。それでは本日はこれで終わらせていただきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 右肩にページ番号をふっております。 
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会 議 の 結 果 

１．委員の委嘱・任命 

＜学識経験者＞中村芳昭、池上岳彦、野口和俊 

  ＜区職員＞吉川彰宏、陣野原伸幸、齊藤賢司、鮎川傑、亀山勝敏 

２．会長・副会長を選任 

  ＜会長＞ 池上岳彦 

  ＜副会長＞中村芳昭 

３．区長より諮問を受けた 

４．「狭小住戸集合住宅税これまでの経緯」「狭小住戸集合住宅税

新設の背景とその後」「各区の住宅ストックに関する動向」につい

て資料をもとに検証した。また今回出された意見をもとに論点を

整理した上で、必要資料等を次回会議で用意することとした。 

 

 

 

 

 

提出された資料等 

【資料】 

  １－１ 豊島区税制度調査検討会議設置要綱        

  １－２ 豊島区税制度調査検討会議名簿 

  １－３ 狭小住戸集合住宅税これまでの経緯について 

１－４ 狭小住戸集合住宅税新設の背景とその後 

１－５ 各区の住宅ストックに関する動向 

   １－５－１ 住宅土地統計調査 

   １－５－２ 国勢調査 

【参考】 

  １－１ 豊島区狭小住戸集合住宅税条例         

  １－２ 豊島区狭小住戸集合住宅税条例施行規則    

  １－３ 豊島区狭小住戸集合住宅税条例取扱要領 

１－４ 豊島区中高層建築物の建築に係る紛争の予防及び調

整に関する条例 

１－５ 豊島区中高層建築物の建築に係る紛争の予防及び調整

に関する条例施行規則 

１－６ 豊島区中高層集合住宅建築物の建築に関する条例 

１－７ 豊島区中高層集合住宅建築物の建築に関する条例施

行規則 

 

 

そ の 他 

 

 

次回日程は７月３０日（火）10：00～正午 

場所は第一委員会室 

 


